
雇児発第0220001号

社援発第0220001号

障 発 第0220002号

老 発 第0220003号

平成19年２月20日

都道府県知事

各 指定都市市長 殿

中核市市長

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長

厚 生 労 働 省 社 会 ・ 援 護 局 長

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長

厚 生 労 働 省 老 健 局 長

「社会福祉法人会計基準の制定について」の一部改正について

社会福祉法人の会計処理の基準については、「社会福祉法人会計基準の制定につい



て（平成12年２月17日社援第310号厚生省大臣官房障害保健福祉部長、社会・援護局

長、老人保健福祉局長、児童家庭局長連名通知）」により示されているところである

が、平成18年４月から「障害者自立支援法（平成17年法律第123号）」が一部施行さ

れ、また平成18年10月から完全施行されたこと等により、従来の旧支援費制度から

報酬体系等が改められ、障害福祉サービス事業者、障害者支援施設及び指定知的障

害児施設等が自立支援給付費等収入の内訳を明確に把握する必要があることから、

標記通知の一部を別添新旧対照表のとおり改正し、平成18年４月１日から適用する

こととしたので、管内関係機関及び各社会福祉法人に対し周知徹底を図るようご配

慮願いたい。



「社会福祉法人会計基準の制定について」－新旧対照表－ 別添
（平成 12年２月 17日厚生省大臣官房障害保健福祉部長、社会・援護局長、老人保健福祉局長、児童家庭局長連名通知）

（新）改正案 （旧）

社 援 第 ３ １ ０ 号 社 援 第 ３ １ ０ 号
平成 12年２月 17日 平成 12年２月 17日

一 部 改 正
雇児発第 0220001号
社援発第 0220001号
障 発 第 0220002号
老 発 第 0220003号
平成 19年２月 20日

都道府県知事 都道府県知事
各 指定都市市長 殿 各 指定都市市長 殿

中核市市長 中核市市長

厚生省大臣官房障害保健福祉部長 厚生省大臣官房障害保健福祉部長
厚 生 省 社 会 ・ 援 護 局 長 厚 生 省 社 会 ・ 援 護 局 長
厚 生 省 老 人 保 健 福 祉 局 長 厚 生 省 老 人 保 健 福 祉 局 長
厚 生 省 児 童 家 庭 局 長 厚 生 省 児 童 家 庭 局 長

社会福祉法人会計基準の制定について 社会福祉法人会計基準の制定について

社会福祉事業の実施を目的に設立される社会福祉法人の会計については、 社会福祉事業の実施を目的に設立される社会福祉法人の会計については、
これまで昭和 51年１月 31日社施第 25号厚生省社会局長、児童家庭局長連 これまで昭和 51年１月 31日社施第 25号厚生省社会局長、児童家庭局長連
名通知「社会福祉施設を経営する社会福祉法人の経理規程準則の制定につ 名通知「社会福祉施設を経営する社会福祉法人の経理規程準則の制定につ
いて」により行われてきたところである。これに対し現在、将来にわたっ いて」により行われてきたところである。これに対し現在、将来にわたっ
て増大・多様化が見込まれる国民の多様な福祉需要に適切に対応するため、 て増大・多様化が見込まれる国民の多様な福祉需要に適切に対応するため、
介護保険制度の導入など個別施策の見直しに加え、社会福祉事業、社会福 介護保険制度の導入など個別施策の見直しに加え、社会福祉事業、社会福
祉法人、措置制度など社会福祉の共通基盤制度全体の改革に取り組み、利 祉法人、措置制度など社会福祉の共通基盤制度全体の改革に取り組み、利
用者の立場に立った社会福祉制度の構築に努めているところである。なか 用者の立場に立った社会福祉制度の構築に努めているところである。なか
でも社会福祉法人については、引き続き社会福祉事業の中心的な担い手と でも社会福祉法人については、引き続き社会福祉事業の中心的な担い手と
してふさわしい事業を確実、効果的かつ適正に行うため、従来にも増して してふさわしい事業を確実、効果的かつ適正に行うため、従来にも増して
自主的に経営基盤の強化を図るとともに、その提供する福祉サービスの質 自主的に経営基盤の強化を図るとともに、その提供する福祉サービスの質
の向上及び事業経営の透明性の確保を図ることが強く期待されている。 の向上及び事業経営の透明性の確保を図ることが強く期待されている。

（略） （略）



資 金 収 支 計 算 書 資 金 収 支 計 算 書
（自） 平成○年○月○日 （至） 平成○月○月○日 第1号様式 (自） 平成○年○月○日 （至） 平成○月○月○日 第1号様式

勘 定 科 目 予 算 決 算 差 異 備 考 勘 定 科 目 予 算 決 算 差 異 備 考

介護保険収入 介護保険収入

自立支援費等収入

利用料収入 利用料収入

収 措置費収入 収 措置費収入

経 運営費収入 経 運営費収入

常 私的契約利用料収入 常 私的契約利用料収入

活 ○○事業収入 活 ○○事業収入

動 入 経常経費補助金収入 動 入 経常経費補助金収入

に 寄附金収入 に 寄附金収入

よ 雑収入 よ 雑収入

る 借入金利息補助金収入 る 借入金利息補助金収入

収 受取利息配当金収入 収 受取利息配当金収入

支 会計単位間繰入金収入 支 会計単位間繰入金収入

経理区分間繰入金収入 経理区分間繰入金収入

経常収入計 (１) 経常収入計 (１)

人件費支出 人件費支出

支 事務費支出 支 事務費支出

事業費支出 事業費支出

出 借入金利息支出 出 借入金利息支出

経理区分間繰入金支出 経理区分間繰入金支出

経常支出計 (２) 経常支出計 (２)

・ ・
・ ・
・ ・

以下、省略。 以下、省略。



資 金 収 支 予 算 内 訳 表 資 金 収 支 予 算 内 訳 表
（自）平成○年○月○日 （至）平成○年○月○日 第２号－１様式 （自）平成○年○月○日 （至）平成○年○月○日 第２号－１様式

勘 定 科 目 合 計 本 部 ○○園 △△所 ××センター 勘 定 科 目 合 計 本 部 ○○園 △△所 ××センター

介護保険収入 介護保険収入

介護保険収入 介護保険収入

自立支援費等収入

介護給付費収入

経 訓練等給付費収入 経

障害児施設給付費収入

常 サービス利用計画作成費収入 常

特定障害者特別給付費収入

活 収 特定入所障害児食費等給付 活 収

費収入

動 利用者負担金収入 動

利用料収入 利用料収入

に 利用料収入 に 利用料収入

利用者負担金収入 利用者負担金収入

よ 措置費収入 よ 措置費収入

事務費収入 事務費収入

る 事業費収入 る 事業費収入

入 運営費収入 入 運営費収入

収 運営費収入 収 運営費収入

私的契約利用料収入 私的契約利用料収入

支 私的契約利用料収入 支 私的契約利用料収入

○○事業収入 ○○事業収入

○○事業収入 ○○事業収入

経常経費補助金収入 経常経費補助金収入

経常経費補助金収入 経常経費補助金収入

寄附金収入 寄附金収入

寄付金収入 寄付金収入

・ ・
・ ・
・ ・

以下、省略。 以下、省略。



資 金 収 支 決 算 内 訳 表 資 金 収 支 決 算 内 訳 表
（自）平成○年○月○日 （至）平成○年○月○日 第２号－２様式 （自）平成○年○月○日 （至）平成○年○月○日 第２号－２様式

勘 定 科 目 合 計 本 部 ○○園 △△所 ××センター 勘 定 科 目 合 計 本 部 ○○園 △△所 ××センター

介護保険収入 介護保険収入

介護保険収入 介護保険収入

自立支援費等収入

介護給付費収入

経 訓練等給付費収入 経

障害児施設給付費収入

常 サービス利用計画作成費収入 常

特定障害者特別給付費収入

活 収 特定入所障害児食費等給付 活 収

費収入

動 利用者負担金収入 動

利用料収入 利用料収入

に 利用料収入 に 利用料収入

利用者負担金収入 利用者負担金収入

よ 措置費収入 よ 措置費収入

事務費収入 事務費収入

る 事業費収入 る 事業費収入

入 運営費収入 入 運営費収入

収 運営費収入 収 運営費収入

私的契約利用料収入 私的契約利用料収入

支 私的契約利用料収入 支 私的契約利用料収入

○○事業収入 ○○事業収入

○○事業収入 ○○事業収入

経常経費補助金収入 経常経費補助金収入

経常経費補助金収入 経常経費補助金収入

寄附金収入 寄附金収入

寄附金収入 寄附金収入

・ ・
・ ・
・ ・

以下、省略。 以下、省略。



事 業 活 動 収 支 計 算 書 事 業 活 動 収 支 計 算 書
(自） 平成○年○月○日 （至） 平成○月○月○日 第３号様式 (自） 平成○年○月○日 （至） 平成○月○月○日 第３号様式

勘 定 科 目 本年度 前年度 増減 勘 定 科 目 本年度 前年度 増減
決算 決算 決算 決算

介護保険収入 介護保険収入
自立支援費等収入
利用料収入 利用料収入

収 措置費収入 収 措置費収入
運営費収入 運営費収入
私的契約利用料収入 私的契約利用料収入

事 ○○事業収入 事 ○○事業収入
業 入 経常経費補助金収入 業 入 経常経費補助金収入
活 寄附金収入 活 寄附金収入
動 雑収入 動 雑収入
収 借入金元金償還補助金収入 収 借入金元金償還補助金収入
支 引当金戻入 支 引当金戻入
の 国庫補助金等特別積立金取崩額 の 国庫補助金等特別積立金取崩額

部 事業活動収入計(１) 部 事業活動収入計(１)
人件費支出 人件費支出

支 事務費支出 支 事務費支出
事業費支出 事業費支出

出 減価償却費 出 減価償却費
徴収不能額 徴収不能額
引当金繰入 引当金繰入
事業活動支出計（２） 事業活動支出計（２）

・ ・
・ ・
・ ・

以下、省略。 以下、省略。



事 業 活 動 収 支 内 訳 表 事 業 活 動 収 支 内 訳 表
（自）平成○年○月○日 （至）平成○年○月○日 第４号様式 （自）平成○年○月○日 （至）平成○年○月○日 第４号様式

勘 定 科 目 合 計 本 部 ○○園 △△所 ××センター 勘 定 科 目 合 計 本 部 ○○園 △△所 ××センター

介護保険収入 介護保険収入

介護保険収入 介護保険収入

自立支援費等収入

介護給付費収入

経 訓練等給付費収入 経

障害児施設給付費収入

常 サービス利用計画作成費収入 常

特定障害者特別給付費収入

活 収 特定入所障害児食費等給付 活 収

費収入

動 利用者負担金収入 動

利用料収入 利用料収入

に 利用料収入 に 利用料収入

利用者負担金収入 利用者負担金収入

よ 措置費収入 よ 措置費収入

事務費収入 事務費収入

る 事業費収入 る 事業費収入

入 運営費収入 入 運営費収入

収 運営費収入 収 運営費収入

私的契約利用料収入 私的契約利用料収入

支 私的契約利用料収入 支 私的契約利用料収入

○○事業収入 ○○事業収入

○○事業収入 ○○事業収入

経常経費補助金収入 経常経費補助金収入

経常経費補助金収入 経常経費補助金収入

寄附金収入 寄附金収入

寄附金収入 寄附金収入

・ ・
・ ・
・ ・

以下、省略。 以下、省略。



別表１ 別表１
＜資金収支計算書勘定科目の説明＞ ＜資金収支計算書勘定科目の説明＞

※ 中区分の科目については、適当な科目を追加又は省略する ※ 中区分の科目については、適当な科目を追加又は省略する
ことができる。なお、必要に応じて細分することができる。 ことができる。なお、必要に応じて細分することができる。

１.収入の部 １.収入の部
科 目 区 分 説 明 科 目 区 分 説 明

大 区 分 中 区 分 大 区 分 中 区 分

＜事業活動収入＞ ＜事業活動収入＞

〔介護保険収入〕 〔介護保険収入〕

介護保険収入 介護保険制度に基づく報酬等をいう。 介護保険収入 介護保険制度に基づく報酬等をいう。

〔自立支援費等収入〕

介護給付費収入 介護給付費報酬の代理受領分をいう。

訓練等給付費収入 訓練等給付費報酬の代理受領分をいう。

障害児施設給付費収入 障害児施設給付費報酬の代理受領分をい

う。

サービス利用計画作成費収入 サービス利用計画作成費報酬の代理受領

分をいう。

特定障害者特別給付費収入 特定障害者特別給付費の代理受領分をい

う。

特定入所障害児食費等給付 特定入所障害児食費等給付費の代理受領

費収入 分をいう。

利用者負担金収入 利用者本人（障害児においては、その保

護者）の負担による収入をいう。なお、

各給付費に係る利用者負担金分、特定費

用等の利用者負担金分、代理受領を行わ

ない場合の給付費相当分について、それ

ぞれ小区分を設定する。

〔利用料収入〕 〔利用料収入〕

利用料収入 利用者からの利用料(代理受領を含む。) 利用料収入 利用者からの利用料(代理受領を含む。)

による収入をいう。(利用者負担金を除 による収入をいう。(利用者負担金を除

く。) く。)

利用者負担金収入 契約に伴う施設利用料のうち、利用者本 利用者負担金収入 契約に伴う施設利用料のうち、利用者本

人の負担による収入をいう。 人の負担による収入をいう。

〔措置費収入〕 〔措置費収入〕

以下、省略。 以下、省略。



別表２ 別表２
＜事業活動収支計算書勘定科目の説明＞ ＜事業活動収支計算書勘定科目の説明＞

※ 中区分の科目については、適当な科目を追加又は省略する ※ 中区分の科目については、適当な科目を追加又は省略する
ことができる。なお、必要に応じて細分することができる。 ことができる。なお、必要に応じて細分することができる。

１.収入の部 １.収入の部
科 目 区 分 説 明 科 目 区 分 説 明

大 区 分 中 区 分 大 区 分 中 区 分

＜事業活動収入＞ ＜事業活動収入＞

〔介護保険収入〕 〔介護保険収入〕

介護保険収入 介護保険制度に基づく報酬等をいう。 介護保険収入 介護保険制度に基づく報酬等をいう。

〔自立支援費等収入〕

介護給付費収入 介護給付費報酬の代理受領分をいう。

訓練等給付費収入 訓練等給付費報酬の代理受領分をいう。

障害児施設給付費収入 障害児施設給付費報酬の代理受領分をい

う。

サービス利用計画作成費収入 サービス利用計画作成費報酬の代理受領分

をいう。

特定障害者特別給付費収入 特定障害者特別給付費の代理受領分をい

う。

特定入所障害児食費等給付 特定入所障害児食費等給付費の代理受領

費収入 分をいう。

利用者負担金収入 利用者本人（障害児においては、その保護

者）の負担による収入をいう。な

お、各給付費に係る利用者負担金分、特

定費用等の利用者負担金分、代理受領を

行わない場合の給付費相当分について、

それぞれ小区分を設定する。

〔利用料収入〕 〔利用料収入〕

利用料収入 利用者からの利用料(代理受領を含む。) 利用料収入 利用者からの利用料(代理受領を含む。)

による収入をいう。(利用者負担金を除 による収入をいう。(利用者負担金を除

く。) く。)

利用者負担金収入 契約に伴う施設利用料のうち、利用者本 利用者負担金収入 契約に伴う施設利用料のうち、利用者本

人の負担による収入をいう。 人の負担による収入をいう。

〔措置費収入〕 〔措置費収入〕

以下、省略。 以下、省略。


